










































 1.はじめに―本論文の目的  
 2.投票行動研究の発展過程と諸政治理論モデル類型  
  (1)コロンビア学派の政治理論と社会属性的コロンビアモデル  
  (2)ミシガン学派の政治理論と社会心理学的投票行動研究  
  (3)投票行動の決定要因と｢社会的属性｣理論・モデル  
  (4)｢地域特性｣による理論とモデル  
  (5)｢政党支持｣｢争点態度｣｢政治信頼｣｢業績評価｣｢候補者評価｣による理論とモデル 
 3.研究の目的―コロンビア学派の「投票行動」理論・モデルと韓国の選挙 
 4. 論文の構成と展開方向  
  (1)研究の対象  
  (2)論文の構成  
 5.本論文で用いる資料とデータの紹介  
第Ⅱ章 韓国における選挙民主主義の導入と投票行動  
 1.韓国の民主的選挙制度の定着過程に関する概括 
  (1)選挙制度の確立をめぐる政治権力と市民勢力の争い50年  
  (2)第1共和国―李承晩政権の不正選挙と4・19学生革命 
 （3)民主党政権の第2共和国と責任内閣制の導入  
 （4)5・16軍事クーデターと第3共和国  
 2.維新体制と大統領間接選挙制  
  (1)統一主体代議員による大統領選挙方式  
  (2)朴正熙大統領暗殺と第5共和国  
  (3)大統領間接選挙制延長線上の全斗煥政権 
 3.｢6・10市民抗争｣と｢6・29民主化宣言｣  
 （1)大学生・市民社会・野党の直接選挙制改憲要求  
 （2)6・29民主化宣言と16年ぶりの大統領直接選挙制度復活  
 （3)｢保守3党合同｣による地域主義選挙の出現 





 （2)社会的背景変数としての地域性  
 （3)地域主義の歴史と政治動員のプロセス  
2.投票行動の｢解禁｣と地域主義の台頭  
 （1)地域亀裂構造と投票行動  
 （2)投票行動を歪曲させる地域主義｢選挙連合｣  
 （3)制度的要因と投票行動  
 3.人為的政党合同と投票行動の変化  
 （1)政党再編と選挙  
 （2)政党の役割変更と投票行動  
 （3)3党合同への評価  
 4.政党支持離脱と投票行動  
 （1)浮動票と新党  
  (2)若年層の投票行動の変化  
第Ⅳ章 第14回大統領選挙と投票行動  
 1.社会・経済的属性と投票行動  
 （1)｢地域対立｣構造の深化  
 （2)韓国の政治変動と社会構造の変化  
 （3)社会的中間階層の拡大と選挙  
 2.地域的亀裂構造の深化  
 （1)｢地元｣政治意識の深化と政策対決の弱化  
  (2)社会的背景変数と投票行動  
  (3)年齢・学歴変数と投票行動  
 3.出身地域と居住地域変数  
 （1)地域亀裂構造と投票行動  
 （2)都市有権者の保守化と「与村野都」の崩壊  
（3)女性票・浮動票の保守化  
4.社会的亀裂構造による投票行動の分析  
 （1)投票行動への第一の変数  
 （2)地域主義と｢選挙協力｣  
 （3)｢地域連合｣に動員される投票行動  
第Ⅴ章 第15回大統領選挙と投票行動 
 1.国際的冷戦体制の解体と国内政治への影響  
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 （1)1990年代日韓の選挙と政治変動の波  
 （2)韓国第15回大統領選挙の概括  
 （3)人口社会的特性別候補支持度調査と投票行動  
 （4)｢カイ2乗｣と｢カイド分析｣による候補支持変数  
 （5)｢カイド分析｣の｢ツリー・タイアグラム｣による主要変数間の関連性  
 2.地域対立構造の中での変化の兆し  
 （1)地元候補得票の広域化  
 （2)｢本籍｣+｢居住地｣変数の結合  
 （3)｢年齢｣変数と候補支持  
 3.排他的地域主義と地域連合選挙変数  
 （1)政策選択・経済投票と地域主義  
 （2)地域主義の変形―湖南・忠清の選挙連合  
 （3)｢性別｣｢職業別｣｢教育水準別｣変数  
 （4)投票行動と「理念」変数―新研究課題  
第Ⅵ章 第16回大統領選挙と｢世代｣・｢理念｣変数   
 1.戦後世代大統領候補と若年層有権者  
 （1)｢階層｣・｢世代｣・｢理念｣の葛藤構造  
 （2)｢湖南支持基盤｣与党の｢嶺南出身候補｣迎え入れ戦略  
 （3)政党間対決構図の弱体化  
2.社会属性別変数による選挙分析  
 (1)｢カイ2乗検定｣による候補別支持基盤分析  
 （2)カイド分析による変数間の関連性  
 （3)地域別投票行動分析  
 3.｢年齢｣変数と｢世代｣  
 （1)世代の区分と対立の軸 
 （2)世代別支持率の分析  
 （3)｢理念｣変数―進歩勢力の伸張  
第Ⅶ章 第17回大統領選挙―保守政権の回帰と投票行動   
 1.｢経済投票｣と530万票差  
 （1)有権者投票選択の変化  
 （2)新しい対立の軸―｢産業化勢力｣と｢民主化勢力｣  
 （3)韓国投票行動研究の多様化― ｢地域主義｣・｢回顧｣・｢展望｣・｢経済｣投票  
 2.｢進歩政権10年｣の評価  
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 （1)民主化勢力と国政能力  
 （2)進歩・革新系伸長への警戒  
 （3)大統領業績評価・政党評価と投票行動  
 3.人口社会学的特性と投票行動  
（1)｢本籍｣・｢居住地域｣・｢年齢｣変数の再現  
 （2)カイド分析による変数の整列  
 （3)｢地域主義｣性向の緩和  
 （4)｢年齢｣・｢理念｣変数と投票行動  
 （5)｢地域特性｣理論モデルの日韓比較  
第Ⅷ章 第18回大統領選挙―｢世代効果｣と投票行動  
 1.保・革対立の再燃と「第3勢力」出現の変数  
 （1)人口分布の変化・投票率の反騰  
 （2)｢民主化｣を制した｢産業化｣への再評価  
 （3)人口分布の変化と投票参加  
 2.第18回大統領選挙・社会的属性による投票行動  
 （1)投票行動への影響力―｢世代｣が｢地域｣を越える  
 （2)｢世代｣変数の地域別・年齢層別支持度推移  
 （3)カイド分析による変数の影響力分析  
 3.｢市民勢力｣基盤新人の出現と投票行動の変化  
 （1)｢安哲秀旋風｣と有権者選択の変化  
 （2)第18回大統領選挙、野党候補一本化と安哲秀の辞退  
 （3)安哲秀支持者8割が文在寅へ  
 （4)第18回大選、｢理念｣と投票行動  
第Ⅸ章 第19回大統領選挙と投票行動 
 1.現職大統領弾劾と補欠選挙  
 （1)選挙環境の変化と有権者選択の移動  
 （2)第19回大統領選挙投票率分析  
 （3)得票率分析―民主化以降最多の得票差  
 （4)30％の｢新中道層｣の出現  
 2.第19回大統領選挙における人口社会学的特性別支持基盤分析  
 （1)有権者投票行動第1の要因―「理念」の浮上  
 （2)カイ2乗の社会属性別支持度分析  
 （3)カイド分析による各候補支持変数間の関連性  
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 3.保守勢力地盤沈下の中での大統領選挙  
 （1)大統領弾劾訴追と与党分裂  
 （2)弾劾と保守層の離脱  
 （3)スイング(swing)保守層、民主党と国民の党へ  
第Ⅹ章 投票行動決定要因の変化―地域・世代・理念 
 1.地域主義投票をめぐる｢弱化｣論争  
 （1)韓国投票行動研究の新たな動き  
 （2)｢地域投票｣性向｢弱化｣の兆し  
 （3)地域投票の定着と進化論  
 2.投票行動における｢世代｣要因の新考察  
 （1)韓国の戦前世代と戦後世代の政治的選好の亀裂  
 （2)｢386民主化世代｣と｢コーホート｣意識  
 （3)386世代と投票行動  
 3.地域・世代・理念要因の連動  
 （1)｢386｣の理念的座標論争  
 （2)｢世代｣要因の移動と投票行動  
 （3)地域・世代・理念要因の連動  
第XI章 ｢保守｣・｢進歩｣政権交代10年サイクルの評価 
 1.新しい社会的亀裂構造と投票行動  
 （1)民主化以後の選挙の公正性評価  
 （2)保守政治の象徴朴正熙前大統領評価の変化  
 （3)金大中・盧武鉉前大統領の進歩政権に対する評価  
 2.第3政党出現と有権者投票行動の移動  
 （1)｢安哲秀｣への新たな関心  
 （2)安哲秀の政治的競争力  
  (3)第3党と第3候補の選挙連合での威力  
 3.｢経済投票｣と｢経済民主化｣の投票要因  
 （1)｢経済投票｣と選挙研究  
 （2)経済民主化と有権者意識  
 （3)新たな亀裂構造、｢社会2極化｣ 
第XII章 結論 





 （3)投票行動研究における韓国的モデルの析出  
 2.保守・進歩政権交代10年周期(サイクル)の仮説と検証  
 （1)政権交代10年サイクル、4回を経験  
 （2)保守・進歩10年サイクルの役割終了論  
 （3)保・革政権交代の政治秩序が残した韓国政治社会の課題と展望  
 3.韓国政治の流動化と新たな投票行動要因の台頭  
 （1)政治変動マグマの再噴出―蝋燭集会  
 （2)蝋燭集会と選挙  




















































































































































亀裂による集団形成の現象もリプセット（Seimour Martin Lipset）やロッカン（Stein 
Rokkan）によって確立された社会亀裂理論によって説明できるものと考えられる。 
本論文の第3章から第9章までの大統領選挙・投票行動分析の結果、韓国の選挙についても
米国のコロンビア学派による政治理論とモデルをもって説明可能であることが確認できた。
本論文では、韓国選挙を分析する政治理論とモデルとして、コロンビア学派の理論とモデ
ルが最もふさわしいことを確認し、<第1章>の仮説で提起した社会的属性の地域要因を投
票行動の根拠に挙げた。小林良彰が指摘したようにコロンビア学派以降、有権者の投票行
動を社会的属性によって説明しようとする研究は、韓国の選挙研究においても最も多いこ
とが本論文でも確認された。 
第19回大統領選挙を早期・補欠選挙に導いたとされる2016、2017年の市民の蝋燭集会は、
1987年の民主化の際に確認したもう一つの政治社会的課題として「経済民主化」を思い起
こさせた。蝋燭集会での市民の抗議は、政治の批判と糾弾をはじめ、韓国社会の新たな亀
裂構造である2極化がもたらした経済的不満と不平等に対する怒りであった。経済問題の
解消に政治力を発揮できなかった保守・進歩両政権に対する批判と不満が噴出したもので
あると、蝋燭集会を分析したメディアは指摘している。 
 
6.提言 
韓国の選挙と投票行動決定要因分析に米国の政治理論と投票行動モデルを適用すること
で、韓国が民主化発展の段階的過程であることを確認するとともに、選挙研究の領域を広
めていくことにも繋がると考えられる。 
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本論文保守勢力と進歩勢力による政権交代10年周期のサイクルは、国民の理念選択の多
様性を反映する一方で、政治の流動化をもたらすという点で不安定な要素も含む。「政権
交代神話」と「2大政党制神話」理論をもってこれまでの30年間に起こった韓国の政権交
代10年周期を説明するのは、時期尚早である。小林は「政権交代をすれば政治が良くなる
という神話は、欧米型の政治的多元論が最も優れた民主主義という前提に基づいている」
として、政策転換を伴わない政権交代は政治家の権力闘争にすぎず、有権者にとっては政
権が変わるだけでは意味がないと指摘した。政権交代を経てもなお、民意を反映しない政
治が続くならば、政権交代自体も意味がないとの指摘である。  
また、投票行動研究においても、それに基づいた政治現象の分析においても、研究の結
果が現実の政治に活かされるシステムは未だ整備されてない。分析の結果を踏まえて「提
言」として伝達するシステムがないために、分析の結果は研究の領域だけに留まっている。
学問的研究が研究それ自体のために存在するのであれば、意味がない。選挙における投票
行動の要因分析とそれに基づく研究成果を現実の政治に活かせるような経路を作り、活用
の道を探ることも選挙研究の最終目標の一つであることを提言としたい。 
